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平
成
30
年
度
に
向
け
て

「
ど
ん
な
人
に
で
も
、
探
し
出
し
て
く

れ
ば
、
そ
の
人
だ
け
に
与
え
ら
れ
て
い
る

尊
い
天
分
と
い
う
も
の
が
あ
る
。
そ
の
天

分
で
、
世
の
中
に
サ
ー
ビ
ス
を
す
れ
ば
よ

い
の
で
あ
る
。
サ
ー
ビ
ス
の
よ
い
社
会
は
、

み
ん
な
が
多
く
与
え
合
っ
て
い
る
社
会
で
、

だ
か
ら
み
ん
な
が
身
も
心
も
豊
か
に
な

る
。
」
と
い
う
松
下
幸
之
助
さ
ん
の
言
葉
、

ま
た
、
日
本
初
の
ロ
ケ
ッ
ト
を
打
ち
上
げ

た
工
学
博
士
の
糸
川
英
夫
さ
ん
が
晩
年
お

っ
し
ゃ
っ
て
い
た
「
個
在
共
存
」
。
「
皆

さ
ん
ど
こ
か
で
個
々
役
割
が
あ
り
、
そ
れ

が
社
会
で
共
存
し
て
い
く
」
と
い
う
こ
と

で
す
が
、
い
ず
れ
の
言
葉
も
私
が
申
し
あ

げ
て
き
た
「
ま
ち
の
こ
と
は
自
分
ご
と
」

と
共
通
し
て
い
ま
す
。
こ
こ
で
暮
ら
し
て

い
く
に
あ
た
り
、
自
分
に
は
何
が
で
き
る

か
と
い
う
こ
と
を
皆
さ
ん
が
考
え
れ
ば
高

浜
市
は
か
な
ら
ず
よ
く
な
る
、
住
み
続
け

た
い
ま
ち
に
な
る
、
と
い
う
の
が
私
の
信

念
で
す
。

今
、
そ
し
て
、
こ
れ
か
ら
、
い
つ
の
時

代
の
高
浜
市
も
幸
せ
に
輝
く
よ
う
に
す
る

に
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
と
手
を
携
え
、
理

解
を
共
有
し
な
が
ら
計
画
的
に
ま
ち
づ
く

り
に
取
り
組
ま
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

後
期
基
本
計
画
ス
タ
ー
ト

折
し
も
、
平
成
30
年
度
か
ら
は
「
第
6

次
高
浜
市
総
合
計
画
（
計
画
期
間

2
0
1
1
〜
2
0
2
1
）
」
の
「
後
期
基

本
計
画
（
計
画
期
間
2
0
1
8
〜
2
0
2

1
）
」
が
始
ま
り
ま
す
。

こ
れ
ま
で「
第
6
次
高
浜
市
総
合
計
画
」

策
定
か
ら
進
行
管
理
に
携
わ
っ
て
い
た
だ

い
た
市
民
は
の
べ
約
450
人
。
ま
さ
に
市
民

と
行
政
が
共
に
創
り
、
実
行
し
、
育
て
あ

げ
て
き
た
計
画
で
す
。「
後
期
基
本
計
画
」

で
は
、
4
つ
の
基
本
目
標
に
基
づ
き
、
高

浜
市
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
、
む
こ
う

4
年
間
で
ど
の
よ
う
に
取
り
組
み
、
課
題

を
解
決
し
て
い
く
か
を
示
し
て
い
ま
す
。

平
成
30
年
当
初
予
算
策
定

ま
た
、
こ
の
計
画
を
裏
付
け
る
財
源
と

し
て
平
成
30
年
度
予
算
編
成
方
針
を
「
未

来
へ
つ
な
ぐ
ス
タ
ー
ト
予
算
」
と
し
、
歳

入
面
で
は
新
た
な
財
源
の
獲
得
に
全
力
を

挙
げ
、
歳
出
面
で
は
「
事
業
の
見
直
し
と

重
点
化
」
、
「
現
場
主
義
と
ト
ッ
プ
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
の
視
点
」
「
重
点
取
組
み
事
項

へ
の
財
源
配
分
」
と
い
う
3
つ
の
基
本
的

な
考
え
方
を
掲
げ
編
成
し
ま
し
た
。
な
お

「
重
点
取
組
み
事
項
」
と
は
、
徴
収
率
の

向
上
・
公
共
施
設
総
合
管
理
計
画
の
推

進
・
情
報
発
信
の
強
化
・
行
政
内
部
事
務

の
省
力
化
・
安
心
な
子
育
て
環
境
・
I
C

T
教
育
・
教
育
環
境
向
上
・
企
業
誘
致・

産
業
振
興
・
防
災
力
強
化
・
地
域
包
括
ケ

ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
つ
な
が
る
事
業
と

し
ま
す
。

こ
れ
か
ら
の
高
浜
市
の
た
め
に

現
在
、
社
会
は
大
変
な
ス
ピ
ー
ド
で
変

化
し
て
い
ま
す
。
無
人
の
自
動
車
運
転
や

Ａ
Ｉ
と
プ
ロ
棋
士
と
の
対
戦
な
ど
、
最
新

の
デ
ジ
タ
ル
技
術
が
マ
ス
コ
ミ
で
紹
介
さ

れ
な
い
日
は
な
く
、
10
年
後
、
20
年
後
の

暮
ら
し
や
仕
事
は
想
像
も
で
き
な
い
く
ら

い
変
化
す
る
で
し
ょ
う
。
こ
う
し
た
な
か
、

現
役
世
代
の
私
た
ち
は
、
こ
の
高
浜
市
を

責
任
を
持
っ
て
将
来
に
引
き
継
い
で
い
か

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
れ
に
は
、
ま

ち
づ
く
り
の
主
役
で
あ
る
市
民
・
地
域
と
、

事
業
者
・
関
係
機
関
・
議
会
・
行
政
が
そ

れ
ぞ
れ
の
役
割
を
担
い
「
ま
ち
の
事
を
自

分
ご
と
と
し
て
考
え
、
自
分
に
は
何
が
で

き
る
か
と
い
う
こ
と
を
考
え
行
動
で
き

る
」
市
民
の
方
を
増
や
し
、
未
来
に
向
け

て
ま
ち
づ
く
り
の
歩
み
を
地
道
に
進
め
て

い
く
こ
と
こ
そ
が
、
課
題
解
決
の
唯
一
の

手
段
と
い
え
ま
す
。

私
た
ち
現
役
世
代
だ
け
で
な
く
、
将
来

世
代
に
も
理
想
と
さ
れ
る
高
浜
市
の
未
来

に
向
か
い
、
全
庁
一
丸
と
な
っ
て
邁
進
し

ま
す
。

※
本
文
は
市
議
会
３
月
定
例
会
で
行
っ
た
施
政
方
針

演
説
を
要
約
し
た
も
の
で
す
。

高浜市長　吉岡初浩

平成30年度
施政方針・当初予算
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平成30年度　施政方針・当初予算

できません。借入れは施設の建設などに限定されており、かつ施設の種類により借入れできる割合が
決まっています。つまり、施設の建設であっても事業費の100％を借入れることはできず、かならず
まとまったお金が必要になります。

平成30年度当初予算の概要

「市債残高」はこの15年間
着実に減らしており、「全国
都市財政年報 2016年度決
算」によると、標準財政規模
に対する市債残高は、全国
791市中24位と少ない状況
にあります。

予算を解説した冊子『当初
予算の概要』は市役所、公
民館や市公式ホームページ
で入手できます。

高浜市の市債残高（借入残高）の推移 詳しくは…

一般会計について

※長期的な視点で計画的な財政運営に努めています。

財政支出の平準化を図るために、事業費をすべて借入れ（市債の発行）
することはできるのですか？

高浜小学校等整備事業においては、国庫補助金、市債（借金）のほか民間資金を積極的に活用し、一
時的に多額の支出とならないように、財政支出の平準化を図りました。

今年度は高浜小学校等整備事業などにより、予算規模が大きくなっていますが、
財政は大丈夫ですか？

市民生活に直結するサービスの内容を大きく引き下げることはできませんので、一時的な多額の支出
に対応するためには、基金（貯金）の取崩しにより対応せざるを得ません。そこで、大型事業や中型
事業を並行して進める場合には、基金（貯金）がなくなることのないよう、財政支出の平準化を図る
ことが重要です。

歳入の根幹をなす「市税」では、個人市民税は、過去最高額を見込むものの、固定資産税は、土地や
家屋の評価替えの年にあたることから減少を見込み、市税全体では、86億9,443万円で、前年度と
比較して、0.3%減を見込んでいます。また、高浜小学校等整備事業などの建設事業費の財源として、
「国庫支出金」は、前年度比35.1%増、「市債」は、前年度比5.9倍となっています。

「教育費」は、高浜小学校等整備事業や高浜中学校外壁等改修工事などの小中学校の施設改修工事の
実施などにより、前年度比2.2倍の36億675万円を見込んでいます。また、「民生費」は、高取幼
稚園・高取保育園の民営化・認定こども園化の予算などを見込んだことにより、前年度比6.7％増、
64億2,282万円となっています。

※基金（貯金）は、リーマンショックなどの経済危機や災害時の救済・救援・復旧復興時に頼れる
唯一のお金であり、一定額以上は確保しておく必要があります。

なぜ、財政支出の平準化を図る必要があるのですか？Q
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問合せ先　□市財務グループ　☎52－1111（内線322）

予算額会計
一般会計
特別会計 84億6,184万円

13億1,333万円

166億6,200万円

＋ 6.5％企業会計

前年度比

▲ 3.7％
＋18.8％

合計 264億3,717万円 ＋ 9.9％


